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進む少子化への対策として、社会全体で子どもを育てていくことを重視した施策が実施

される中、「幼児教青振興プログラム (2001)Jに基づき、幼稚菌には「地域の子育て支援

センタ-Jとしての役割が求められることとなった。幼稚冨での子青て支援プログラム事

業は、まだ模索期にあるo 現在、幼稚園がどのような子育て支援を実施しているのか、園

の実態、を把握することを目的に、調査を行なった。今居は、幼稚菌における子育て支援に

ついて①預かり保育、②子育て相談、③就屋前の親子への支援の3つのプログラムをとり

あげ、主にその実施状況と内容、およびプログラムに対する菌の見解を問う質問紙を作成

し、全国の公立・私立、国立附属幼稚匿の菌長 (N=29)を対象に調査を行った。その結

果、 3つの子育て支援プログラムは 6語以上の冨で実施されており、特に預かり保育につ

いて辻、定着する段階にはいっているものと考えられる。 3つのプログラムとも、圏児の

課護者に利掃しやすい形態を取っているが、一方、富外の保護者にまで開かれた支援体制

としては、不足する面もるり、「地域の子育て支援センターjとしてあるための、今後の事

業の菰充が求められる。

問題と巨的

現代日本の社会では、核家族化、地域関係の希薄化、

女性就労のー殻先など複数の変化を背景に、子育てが

難しくなってきていると考えられるD また、こうした

子育てのしにくさが、進行しつつある少子化の原因の

一つであると考えられ、政府はこの10年の間に様々な

対策を打ち出してきた。平成2年の、いわゆる f1.57

ショックjで少子化が広く認識されて以来、子育てと

仕事両立の支援など、子育てしやすい環境の整備を目

標に、 fエンゼノレプラン(平成6年)Jf新エンゼノレプラ

ン(平成11年)Jが策定された。さらに、平成14年には、

「少子化の流れを変えるためのもう一段の対策」とし

て、 f次世代育成支援対策」が打ち出され、子育てと仕

事の再立支援に加え、男性を含めた働き方の見直し、

地域における子育て支援、社会保障における次世代支

援、子どもの社会性の向上や自立の促進という、 4つ

の取り組みが推進されることとなった。このような流

れで、進む少子化への対策として、子育てを社会全体

で担うことが重視されるようになってきた。

こうした動向を受け、幼児教育の分野では、 2001年

に制定された「幼児教育振興プログラム (2001年)Jの

基本的考え方の中に「幼稚園の基本を生かす中で幼稚

窟運営の弾力化を留り、地域の幼児教育のセンターと

しての子育て支援機能を活用して、 f窺と子の育ちの

場Jとしての幼程圏の役割や機能を充実する。jことが

盛り込まれ、幼誰圏が地域の「子育て支援の中核的な

場J(無藤ら， 2001)、「親と子の育ちの場jとして機能

することが期待されるようになった。つまり、圏外に

「関かれた菌Jになり、 fみんなで育てるj機能(新

葎， 2000)を求められるようになったのである。しか

し、保育の場が冨克以外の、地域の子育て支援をして

いくということは十年も前にはあまり考えられないこ

とであり(伊志嶺・新津， 2003)、支援を行なう側の幼

稚冨現場は、それまでとは全く違った園のあり方を、

模索せざるをえなくなったD その意味で、現在は幼児

教育における質的な変化の過渡期にあると考えられ

るc 幼児教青振興プログラムの施行以来、各市町村お

よび幼種菌の現場では、圏の整錆状況及び、地域の実情

等を考憲しつつ、子育て支援プログラムが実施されて

いる白このような社会と教育における政策的変化に対

して、現場の幼稚圏がそれぞれどのような子育て支援

を実施し、対応しているのか、その実意を担援するこ
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とをヨ的に調査を行なった。今田は、文部科学省が子

育て支援の施策として打ち出している預かり保育制度

の他に、二つの支援プログラムを取り上げた。蒲原

(2005)は、これかちの幼稚園に求められる新たな機

能として、子育てに関する雷報提供や相談、親子が集

まれる場の提供などといった、家庭や地域の教育力・

子育て力を「向上させていく機能jと、三歳未満の子

どもに対して、塁庭を開放して遊びの機会を提供する

などの、家庭・地域の教育力・子育て力を「橋完する

機能」を上げている。今回は、前者の異体的支援方策

として、子育て相談を、後者については、就園前の親

子への支援を取り上げ、調査を行った。

方法

2005年2月から 3月にかけて、事前に行った調査依

穎で許可を得られた複数地域(青森、東京、千葉、埼

玉、神奈川、蚊阜、静問、三重、大夜、兵庫、大分、

の各都道府県)の公立・払立および国立前属幼稚園計

61霞の冨長に対して質問紙を配布し、郵送による回答

を求めた。質関紙の内容は、菌の規模や周辺地域の特

註などの属性を問う項百(フェイス項自)と、子育て

支援の実態について①預かり保育、②子育て梧談事

業、③就園前の親子への支援の 3つのプログラムの傑

面から問う項目によって構成された。 3つのプログラ

ムについては、主に、実施の有無とその内容、また、

実施あるいは実施していない理由、さらに各プログラ

ムに対する菌としての見解について尋ねる項巨を含め

た。

結果と考察

1 .対象冨の概要

計29菌から自答を得た(田収率47.5%)口私立、公

立、菌立大前属圏の匿種ほそれぞれ、私立18圏

(62.1%)、公立8冨(27.6%)、国立附属3霞(10.3%)

であった。また、地方ごとに見ると、東北(青森県)

5麗 (17.2%)、関東〈埼玉・千葉・東京・神奈川)13 

匿(44.8%)、東海(岐阜、静局、三重)3菌(10.3%)、

九州{大分) 5菌(17.2%)であり、その他、大阪府

I圏、兵露県 2圏から自答を得た。以下、フェイス項

目一部の結果を表1、表2~こ示す。

今回の対象菌は、就菌児数、開園年数、教職員数は

非常に多様であった。さらに、満3歳児保育の実施の

有無について尋ねたところ、 f実施しているJ辻27.6%

( 8圏)、「実施していなしリは72.4%(21匿)であり、

実施している菌辻全体の三割弱で、あったG これを園種

問に見てみると、実施している 8菌は、すべて私立国

であり、私立菌の 4割 (44.4%)で実施されているこ

とがわかった。また、富のある男辺地域について尋ね

たところ、「吉くからの住宅地」が65.5%(19園)、「新

興住宅地J27.6%は園)、「団地J17.2% (5菌)、 f商

業地域Jr農業・語、業地域jがともに10.3%は菌)、
「その他J2菌 (6.9%)のR買で田答を得た。高、「工

業地域jは該当菌がなかった。

2.子言て支援の実擦について

【預かり保膏】

1 )預かり保育の実施状況

実施している題 (22冨;78.6%)が全体の約8割を

占めていた(圏 1)。

冨種別に見ると(密2)、私立匿のすべて(話題)、

公立醤の42.8%は菌)、冨立大前震園の33.3%( 1菌)

で実施されていた。実施検討中の園は、全体で3園

(10.5%)あったが、すべて公立菌であり、国立大附

属匿で検討中と回答した醤はなかった。 r実施予定は

表 1.対象璽の概要(対象菌全体)

平均値〈標準偏差，範毘)

圏見数 151.3人 (80.1入、 36-307人)

教職員数 13.7入 (6.7入、 4-26入〉

開圏からの年数 I42.3年(16.5年、 14-90年〉
通常保育時間 !終日保育:8時48分-----14時12分

午前保育:8時48分'"'-'11時48分

表2.対象菌の概要{私立・公立・冨立前震別)

私立 0:1I. 国立附属

菌児数 177.8人(77.51人、 44-307人) 61.0人(31.38人、 36-113人) 142.7人(16.44人、124-155人)

教職員数 17.6人(5.47入、 9-26入〉 6.4人(2.88入、 4-11人) 12.0人(3.00入、 9-15人〉

開園からの年数 41.2年(16.32年、 14-75年) 38.4年(7.62年、 27-48年〉 67.0年(32.5年、 44-90年)

通常保育時間 終日保育:8時43分'"'-'14詩13分 終日保育:8時51分------14時13分 終日保育:8時54分"'13時39分

午前保育:8時47分------11持品分 午前保育:8詩52分------11時47分 午前保育:8時56分'"'-'12詩18分
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図3.預かり保育を実施しない〈できない)理由
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函4.預かり保育開始時期(全体N=20)

30% 

麹芋E毎日(長期休暇中含む)
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回槌時実施

函5.預かり保育実捷日(全体N=18)

ないjとの自答をした 3園 (10.5%; Nニ28)の内訳

は、公立1圏、国立大前震2園であったD

これら「実施検討中Jr実施予定なしjと回答した公
立菌、冨立大前属菌に対して、頚かり保育をしない、

あるい誌できない理由を 8つの選択肢から尋ねたとこ

ろ(複数自答〉、図3のような結果となった。{数値は

自答数。)

預かり保育を実施しない(できない}理由として、

スタップや予算不足という人的・経済的資源の問題は、

公立、国立大前属ともにあがっているが、「勉機関{他

冨や行政など〉との関係からjという、園以外の組織

が絡んだ複雑な事靖をうかがわせる項自は、公立匿の

みで見られた。また、「匿の方針にそぐわないjという

田答は、国立大前麗菌のみで見られたG

2)預かり保育の実施内容

預かり保育を実施している菌 (Nニ22)に対して、

実施内容を尋ねた。

① 実施開始時期

まず、開始時期については、 1999年に開始した菌が

最も多い。2000年以隆に開始した冨がある一方で、1970

年代から実施している園もあった(図り。

②預かり実施司(複数回答)

預かり保育の実施日については f長期休暇中を含む

平日毎日jが最も多く (60.0%)、続いて f長期休暇中

を含まない平日毎日J(30.0%) となっていたor夏休
みなどの長期休較中のみJr曜日を決めてjという霞
はなく「土曜日または日曜日Jr髄時実施jという圏が
1冨ずつあった(国5)0 

菌種刻内訳を見てみると〈函6)、私立圏は f長期休

暇中を含む平日毎日j実施が最も多く(18菌中12匿;

66.7%)、公立菌は「長期抹暇中を含まない平自毎日j

実施の圏と、「隠時実施Jの園に分かれていた。唯一預

かり保育を実施していた国立大前属1園は、土曜日ま

たは日曜自に実施していた。
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補助金の利用については、「利用しているjが81.0%、

「利用していなしリが19.0%で、利用している圏が多

いが、必ずしもすべての冨で補助金が利用されてはい

ないことが示された。だが、菌幸重別に見てみると、利

用している菌は、私立題83.3%(18園宇15圏)、国立大

附属医100.0%(預かり保育実施の 1題)であるのに対

して、公立匿は33.3%(3菌中 1菌〉と、公立園での

利用が少ないことがわかった。

⑤ 預かり保育の担当者

担当者の平均人数は、「通常保育との兼任jが1.38

人 (SD1.61;範囲0-6)、「預かり保育専任jが1.46入

信DO.88;範囲1-4)だ、った。また、度数分布でみると、

兼任、専任とも、それぞれ一人で担当している割合

〈兼任53.8%・専在69.2%)が最も高かった。

⑦ 預かり保育を利用する理由(複数百答〉

保護者が預かり保育を利用する理由について、国側

の見解を 7つの選択鼓から複数百答で求めた(図7)。

「一時的な用事(授業参観、美容院など)Jという理

由がもっとも多く (86.4%)、ついで「仕事のためjが

多い (77.3%)0また、「長期的な理岳(病気や出産、

家族のプト護など)Jr家事などの用事のためjという理
由も多く (50.0%、40.9%)、保護者の日常的な生活上

の理由が上位にあがっている9 生活に密接した身近な

ところで圏の預かり保育が利用されている様子が窺え

る口仕事のためという理由は、幼稚菌克の保護者の多

くが在宅し、就労していない傾向にあるというこれま

での一般的な認識に反して、多くの課護者が預かり保

育を利用しつつ仕事をしている現状を、幼稚園側が認

識していることを示していると考えられよう 9 また、

f子どもが友だちと交流する場をつくるためjという

理由も 4位にあがっており、寝かり保育が保護者と子

どもの両方にとって役立つものとして機龍している、

という園備の認識が示されたc
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函7.預かり保膏利用理由(全体N=22)

③ 利用対象児(援数百答〉

「自菌克のみjという園が最も多く (19匿:65%)、

次に「卒菌児も含むJ(4冨:24.1%)、「未就園児も含

むJ(3園:10.3%)となっており、多くの園が現在就

圏中の白露児のみを対象としていた。また、「飽菌見も

含むjとした菌はなかった。

圏種別内訳を見てみると、公立園、国立大前震冨は、

いずれもすべて「自菌見のみj対象としており、「卒園

児Jf未就圏児jも対象としているのは、私立園だけで

追うることがわかった。

地域の未就霞児は将来、自彊に入冒する可能性があ

ることを考えると、預かり保育は基本的に、自菌に関

連のある子ども、家棄を対象に実施されているといえ

よう D

④ 預かる子どもの人数と定員

子どもの利用人数の一日平均は f15人以上jが最も

多く (36.4%) 、続いてr10~15人くらいJ、 f 5人未満J

〈ともに27.3%)、r5 ~10入くらいJ (9.1%)の}I員で

あった。 10~15人以上という多くの利用者ニーズがあ

る様子が窺える Q また、定員について辻、 fるりjとし

た圏は 1菌のみで30人、残りの冨 (19菌〉では定員を

設定していなかった。

利用人数を塵種別に見てみると、私立園も国立大前

属冨も、 f15人以上」の回答が最も多かった(私:

38.9%、居:100.0%)のに対して、公立冨だけは r5

人未満jが最も多かった (66.7%)0

⑤ 預かり保育の料金および補助金の利用の有無

一時間るたりの利用料金は、平均253.8円

(SD116.4 ;範囲150-500)、登録料金は「なしjの園が

多く、「ありjとした 2匿〈ともに私立冨)では、それ

ぞれ1000円、 5000円だった。利用料金誌設定しても登

録料金は課さない醤が多いこと、和用料金も登録料も、

匿によって金額のばらつきがあることがわかるcまた、
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私

題種別に見てみると(園8)、冨立大前震菌だけが、

「家事などの用事Jr長期的な理由Jr自分の時間を作
るためJの選択数がOであり、飽の 2圏種とは、利用

理由の認識について、若干の違いがあることが示され
図さらに積極約に実施したい

図現状のままでよい

回規模を縮小したい

ロその他

公

密10.預かり保育について今後の希望(私立・公立那〉

{私Nニ18，公N=3)

国立大前属菌(1園〉は、

と自答していた。

全体では、預かり保育の現状には満足せず、さらな

る発展を望んでいる菌が半数近くあることがわかった

が、特に私立菌にその傾向が強いようであるD 現状維

持を望む菌も、私立菌で約3割、公立園で約6割あっ

たものの、規模の縮小を望む園はなく、「その地Jの自

由記述においても、日¥学校1、 2年生も震かる(放課

後児童。ただし、卒冨克のみ。):私立冨Jr保護者の
ニーズを探り、また課題を検討した上で、本園の預か

り探育としての特徴を打ち出していきたい。:私立菌j

と、それぞれの菌で保護者のニーズを踏まえ、独自の

工夫をして実施していきたいとの、積極的な姿勢が示

されていた。今回の調査対象菌について辻、預かり保

育は定着してきており、中でも積極的な私立菌では、

さらによい預かり保育を目指して、工夫が行なわれる

段搭にきているものと考えられよう D

さらに積極的に実施したい、

7ごo

@ 広報の方法(複数回答〉

「募集要項・霞の案内ノfンフレツト」によるものが

もっとも多く (77.3%)、次いで「菌だよりJ(68.2%)、

「インターネットのホームページJ(27.3%)、fポス

ターやチラシJ(13.5%)といった方法で広報を行なっ

ていた。また、選択肢以外の方法について自由記述で

毘答を求めたところ、 f園独自の解説冊子Jを作成、

配布している菌(公立 1菌)もあった。

⑤預かり保育の今後の取り組み

fさらに積極的に実施したいjがもっとも多く

47.8%、続いて「現状のままでよいjが39.1%であっ

たor規模を縮小したいjと自答した菌はなかった
(図9)0 

菌種別に晃てみると、私立圏(18冨)では、半数

(50.0%)が fさらに積極的に実施したいJと田容し、

現状維持を望む菌が約3割 (33.3%)であった。公立

璽(3醤)では、さらなる積極的実施を希望する圏が

1冨で、残り 2圏は現状維持を希望していた〈函10)0
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3)預かり保育についての認識

預かり保育についてどう思うか、主にその意義や評

語に関する10項目について、 fあてはまらないjから

「あてはまるjまでの 4件法で尋ね、平均値を検討し

た(表3)0

全体では、「保護者が安心して子どもを預けているj

(3.68)の平均彊がもっとも高かった。保護者が預か

り保育を信頼し、安心して利用しているという認識が

示された。次いで、「子どもが活動を楽しめるJ(3.44) 

「保護者が家事や自分のことなどに取り組む時間に余

裕ができるJ(3.33)の平均植が高く、護かり保育は、

子どもと保護者双方にとっての意義があるという認識

が示された。次に、「預かり保育は親への支援として必

要だと思うJ(3.27) r保護者の心身のリフレッシュに
なるJ(3.11) r保護者の不安ゃいらいら、'踏みが減るj
(3.00)と続き、保護者のストレスの解請を含め、育

児支援に有効であるとの認識が持たれていることが示
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表3.預かり保育についての認識(平均笹〉

質問項自 全体(N=29)

保護者が安心して子どもを預げている 3.68 

子どもが活動を楽しめる 3.44 

保護者が家事や自分のことなどに敢り組む
3.33 

時間に余揺ができる

預かり保育は親への支援として必要だと患う 3.27 

保護者の心身のりフレッシュになる 3.11 

保護者の不安ゃいらいら，悩みが減る 3.00 

預かり保育の内容は十分である 2.88 

された。

また、富種別に克てみると、 f保護者の心身のりフ

レッシュになるj という項百以外を除いて、私立匿が

他の2園種に比べて、平均値が高くなっており、育児

支援への有効性は、特に私立菌で高く評錨されている

ことが分かつた。

【子膏て相談】

1 )子育て相談の実施状況

子育て相談の実施状況(全体)辻、図11の通りであ

るo

f実施している」が25菌で全体の86.2%を占めた。

匿種別に見てみると、私立菌18圏中訪冨 (88.9%)、

公立菌8菌中8菌(75.0%)、国立大附属冨3菌すべて

で実殖されていた(図12)0菌謹に関わらず、高い実施

率であるといえよう。 f検討中であるJr実施の予定は
ないjとの回答は、私立圏、公立国 1園ずつから得ら

れた。検討中、実施の予定なしとした私立菌、公立菌

に対し、実施しない理由を尋ねた結果(複数回答〉、 fス

タップが足りないJr専任(菌外)がいないjと、人的
資源の開題(ともに 1回答いずれも私立国)のほか、

「保護者のニーズがないjとの自答も 2件(いずれも

公立圏)あった司

2 )子育て相談の実施内容

子育て相談を実施している菌 (N=25)に対して実

施内容を具体的に尋ねた。

① 実施開始時期

2000年、 2002年に実施を開始した菌が多いが、預か

り保育よりも早期の1950年代から実施している菌も

あった(医13)0

②利用対象者(譲数回答〉

f自園克のみjがもっとも多く (69.6%)、次いで
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3.00 

3.33 

3.00 

3.33 

3.00 

3.00 

圏実施している

包検討中である

口実施の予定はない

菌11.子育て相談実施状況(全体N=29)

。克 20% 40克 60蒐 80% α若草
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「未就園児も含むJ(47.8%)、「卒園児も含むJ

(34.8%)、「勉菌見も含むJ(13.0%)の顕であった。

自菌児の保護者に限定している圏が最も多いが、未就

菌児の保護者、卒園児の保護者に対しても広く相談に

対応している圏も少なくないことが分かった。

菌種別に見てみると、いずれの菌種でも、やはり自

園児のみとの回答が多いが、公立冨ではそれよりも

「未就菌克も含むjとの回答の方が多くなっている、

国立大前震菌で辻、他園児や未就園児を含むとの呂答

はないが、卒園児も含むとの回答が4害iあるなど、そ

れぞれの菌種によって特徴的な違いがあることが示さ

れた (ffg14)。

③利用者数および利用頻度

月平均は7.38人 (SD:8.35 :範囲1-30)であった。

菌種別に見てみると、私立国6.19人(SD:7.75 :範囲

1-30)、公立園9.90人 (SD:11.64 :範圏1-25)、匡立

大前震園8.33入 (SD:6.29 :範囲2.5-15)であった。

また、利用頻度については、「随時受けつけjが

72.7%、f定期的にJが27.3%であり、保護者に対す

る相談の機会が常に設けられていることが分かった。

@棺談内容の厳守規定

相談内容の厳守について、規定があるかどうかを尋

ねたところ、 fある」とした霞が9菌、 fないJとした

冨が12冨であり、特に規定を設けていない匿の方が多

かった。

{⑤利用料金および補助金の利用

すべての園で

の利用は、「平日用しているJが36.0%、f利用していな

いjが64.0%と、利用していない園の方が多かった。

@ 担当者(複数回答)

f園長・教頭・主任」がもっとも多く (68.0%)、次

いで「園の教諭J(48.0%)、「圏外の専門家〈臨床心理

士など)J(32.0%)の顕であった。圏外の専門家に依

頼するより、圏内の担当者によって子育て棺談を行う

120 

1∞ 

66.7 

園39.1 

O 

自国児のみ 他国児も含む未就窟児も含む 卒園児も含む

毘14.子育て椙談の対象者(罰種別〉

(私N=16，公N=6，国N=3)

菌が多いことが示された。

また、そのf患の担当者について自由記述で回答を求

めたところ、「必要・要望があるとき大学教員jとの回

答が冨立大学前震幼稚菌から得られ、大学との連携と

いう、前震幼誰菌ならでは特徴が示された。

ぐD 冨外の専門的助言者

「いるJ52.2%、「いないJ47.8%であり、半数以上

の菌が助言者として圏外の専門家を有していた。具体

的には、蕗床心理士、室師、弁護士、大学・謹大教員、

児童相談所、養護学校、市の鍵震増進課などがあがっ

た。一冨がこれら全ての専門家、機関と連要を持って

いるわけで誌ないが、幼稚菌が外部に求める助言者が、

多岐に渡っていることが分かる G

③ 面接以外の相談機会(擾数回答)

一対ーの面接以外での相談方法について複数回答で

尋ねたところ、最も多かった田答ほ「登園・蜂冨持にj

(73.1%)であった。続いて、 f保護者会や懇談会でj

(61.5%)、f連絡i援でJ(53.8%)、「電話でJ(46.2%) 

となっていたc 毎司顔を合わせる登園時・降園時に声

をかける、あるいは、多くの保護者が集まる保護者会・

懇談会持に話す、といったように、特に個別に時間を

とってというよりは、毎日の園生活の中に組み込まれ

ている機会を利罰するやり方の方が、多く用いられて

いるといえよう o

@保護者の相談内容について(複数回答〉

全体で見ると、図15のとおり、 f子どもの身体やここ

ろの発達・くせ等についてJ(96.0%)がもっとも多く、

続いてf子どもの友達との関誌についてJ(80.0%)と、

子どもに関する相談内容が上金を占めていた。続く項

吾はf子どものしつけについてJr他の保護者との関係
についてJ(ともに52.0%)であり、保護者が、自身

の育児について、または保護者同士の関係についての

鑑みを持ち、相談をしていることが示された。このよ

うに子ども、幼稚菌に関連する内容が上位を占めてい
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るのに対し、保護者の「自分自身の生き方についてj

の棺談は20.0%にとどまっていた。

次に、屋種期に見てみると(圏16)、「子どもの身体

やこころの発達・くせ等についてJr子どもの友だちと
の関保についてjの2項目は、いずれの菌でも高かっ

たが、その他の項目では、菌種ごとに違いが見られた

ものがあった。「幼稚圏での子どもの生活についてj

は、他の二匿に比べ、公立菌で低くなっていた(私:

36.5%、公:16.7%、国:66.7%)0 r子どものしつけ
についてjは、公立冨の方が冨立大前震菌より高かっ

た〈公:66.7%、国:33.3%)0 rf也の保護者との関係

についてj辻、公立菌ではO回答であり、私立園、国立

大附属園では比較的高い割合を示していた(私:

66.8%、公:0%、国:66.7%)0 

⑮ 広報の方法(複数回答)

「菌だよりJ(44.0%)がもっとも多かったが、次に

多かったのは「特に広報しないJ(32.0%)であり、「募

集要項・菌の案内パンフレットJ(24.0%)を上回って

いた。預かり保育が、インターネットなども含め、さ

まざまな方法で広報されていたのに比較すると、子育

て梧談についての広報活動は、やや積極牲に欠けてい

るものといえよう o

③ 今後の取り組み

「さらに積極的に実施したいJ(73.1%)が最も多く、

f現状のままでよいJ(19.2%)を大きく上回った。ま

た、「規模を縮小したいjと巨答した霞はなかった(国

17)0全体の約7害uの園が、子育て相談の今後の取り組

みについて積極的であることが示された。

園種別に克てみても、同様のぞ責撞性が示されている

(図18)0また、「その地J(7.7%)の自由記述構に辻、

「将来的には大学関係者との連摸なども進めたいJ

(菌立大学的属幼種菌〉、「今年4月からカウンセラー

をおく予定J(私立圏〉など、各菌独自の具体的な取り
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組みが記入されていた。

3)子膏て栢談についての認識

子育て棺談についてどう思うか、主にその意義や評

価に関する 9項呂について、fあてはまらないJから「あ

てはまるJまでの 4件法で尋ね、平均値を検討した

(表4)0 

全体では、「子育て相談は子育て支援として必要だ

と思うjという認識がもっとも高かった (3.78)0ま

た「保護者の不安ゃいらいら、楢みが減るJ(3.78)、

f窺自身や子どもについての理解が深まるJr保護者
が子どもとの付き合い方を見直せるJ(ともに3.41)と

いった項巨が、上位2位、 4位に入っていた。菌は、

子育て栢談の必要性と、保護者への有効性を強く認識

していることが示された。

菌種別に見てみると、「菌と課護者との信頼関係が

できるJr課護者が子どもとのつきあい方を見直せるj
の二項目をのぞいて、国立大尉属園の平均鐘が高く

なっていた。
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表4.子嘗て桔談Lこついての認識(平均鐘〉

質問項目 全体(N=29) 私立(N=18) 公立(N二 7) 国立附属(N=3)

子育て椙談は子育て支援として必要だと思う 3.78 

保護者の不安ゃいらいら，楢みが減る 3.50 

園と保護者との信頼関係ができる 3.44 

親自身や子どもについての理解が深まる 3.41 

保護者が子どもとのつきあい方を見亘せる 3.41 

担当者の能力に自信がある 3.07 

地域の子育て支援として役立っている 3.07 

【就園前の親子への支援]

1 )就菌前の親子への支援の実施状況

図19の通り、自答のあった28圏中、約7害!の19匿で

実施されていた (67.9%: 19園)0r検討中であるjと
した菌泣3圏 (10.7%)で「実施予定はないjとした

菌は 8菌 (21.4%)であったc

菌種別に見てみると、「実施中jとした唇は公立医が

最も多く (87.5%)、続いて私立国 (64.7%)であったD

国立大前露国では 3圏中 1菌でのみ実施されていた。

(国20)

f検討中Jr実施予定なしjと回答した匿に対し、実
施しない(できない)理由を尋ねた結果、「場所が用意

できないJ(77.8%) rスタップが足りないJ(55.6%) 
「予算が足りないJ(33.3%)といった、人的物理的理

由、経済的理由が上位にあがった〈図21)0 

2)就菌前の親子への支援の実施内容

① 実施内容(複数回答)

就菌前親子への支援を実施している菌 (N=19)に

対し、具体的な活動内容を複数回答で尋ねたところ、

全ての菌で「親子で参加する園庭や保育室等の遊び、場

開放J(100%)が行なわれていたo 次に多かったのが

「子育て相談J(41. 2%)で、この二つが主な活動内容

であった(国22)0

舎実施開始時期

2000年が最も多くは菌)、 2002年と1990年が次に多

くなっている (3園) (函23)0

③ 開催時期・頻度・時間

関濯について「特定の期間のみ」とした冨はなく、

全ての園が r1年を通してj行っていると巨答した。
また、関穫の頻度については、遁平均1.2田(SDO.70; 

範囲0.5-3.0)、一ヶ月単位で行なっている霞では、月

平均3.1回 (SD2.66:範囲0.3-8.0)であった。開催時

間は、一回につき平均1.87時間 (SDO.44;範毘
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密19.就園前の親子への子育て支援実施状況

(全体N=28)

。克 20% 40鬼 60出 80% 100:箆

私

公

国

霞20.就冨前の親子への子膏て支援実施状況(菌蓮別〉

(私N=17，公N=8，国N=3)

100 
90 
80 
70 
60 
50 
40 
30 
20 
10 
O 
ス

保護者 場所fJf 機他関 行なっ辺局 )どと他機隠 予算が
そ

タ
の他

ツ

がフ の
意用

で行な
ていないから幼の雅圏が の係か関ら( 他行政な園ゃ

足

なり
足

がズな

でき
なり

つ い
な ても、 L、 ~ ¥ 

い る

国21.就園前の親子への支援を実施しない(できない〉

理由(全体N=9)

25 



など)J (21.1%)となっていた。「その他Jについて具

体的には、短大教員、専在職員などがあがった。

⑦ 広報の方法〔複数回答〉

「募集要項・圏の案内パンフレットJがもっとも多く

(52.6%)、次いで「ポスターやチラシJ(42.1%)、

f菌だよりJ(36.8%)、f市区胃村の広報などj

(26.3%)、「インターネットのホームページj

(15.8%)の顕であったor特に広報しないjとの回答
は、 1麗しかなかった。

③ 今後の取り組みについて

「さらに積極的に実施したいJ(72.2%)がもっとも

多く、次いで「現状のままでよいJ(27.8%)の顕で

あり、「規模を縮小したいjという回答はなかった(図

24)。子育て相談と同様、就菌前親子への支援について

も、これからの取り組みに覆極的な露が多いことが示
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された。

園種別に見てみると、国立大前震菌について辻、唯

一実施していた 1園が f現状維持Jを希望していた

が、私立圏、公立菌とも、 8割、 7割の菌が、

る積極的実施を希望していた(菌25)0

さらな

図22.就園前の親子への支援活動内容(全体N=17)

国23.就菌前の親子子育て支援実施開始時期

(全体N=17)

ロ現状のままでよい

圏規摸を績小したい

園さら!こ覆極的iこ実施したい

0% 

図24.就菌前親子への子育て支援今後の希望

(全体N=17)

1.0-3ρ)であった。

@ 申し込み方法(複数回答〉・定員

「会員制jとの自答が最も多かった (52.6%)0r当日
参加で可jとの回答は42.1%、「事前に予約Jは31.6%

でるった。定員について辻、「定員ありjの菌が42.1先、

「定員なしJの菌が57.9%であり、定員ありの場合の

平均植法、 41.6人 (SD33.12;範囲8-80)であったo

e 参加料金と補助金の有無
参加料金が「あるj菌が25.0%、「ないj菌が75.0%

であった。料金ありの場合の平均は、 600円

(SD360.56 ; 300-1000)であった。また、補助金につ

いては「利用している」露が57.9%、f利用していな

いj冨が42.1%であり、利用している園の方がやや多

図さらに積極的に実施したい

図E毘状のままでよい

ロ規模を縮小したい

100詫80% 60克40克20鬼0毘
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匿

国25.就園前の親子への支援今後の希望(題種別)

(私N=lO， 公N=7，~N=l) 

かった。

補助金の利用状況を冨種別に見てみると、利用冨辻、

私立匿72.7%、公立題42.9%、国立大前属露0.0%と

なっており、私立菌が最も利用していたD

@ 担当者数と担当者の構成

平均の担当者人数は3.9人 (SD4.40;1-15)だった。

また、担当者について複数回答で尋ねたところ、 f園の

教論」が最も多く 52.6%、続いて f園長・教頭・主任

を含むjが47.4%、次に「園の教員Jrその地J(とも
に26.3%)、「ボランティア(就園児・卒菌児の保護者
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表5.就園前親子への子育て支援についての認識〈平均値)

質問項呂 全体(N=29) 私立(N=18) 公立(Nニ7) 国立附属(N=3)

子どもが活動を楽しめる 3.56 

子どもの成長や発達によい影響が見られる 3.44 

未就園児向け活動は子育て支援として必要
3.44 

だと思う

地域の子育て支援として役立つ 3.43 

保護者同士の交流ができる 3.42 

保護者が子どもとのつきあい方を見亘せる 3.35 

保護者の不安ゃいらいら踏みが減る 3.23 

子育てに関するアドバイスができる 3.22 

教諭の子ども理解につながる 3.15 

3)就菌前の親子への支援についての見解

就菌前の親子への支援についてどう思うか、主にそ

の意義や評語に関する11項目について、 fあてはまら

ないJから「あてはまるjまでの4件法で尋ね、平均

値を検討した(表日。

「子どもが活動を楽しめるj、f子どもの成長や発達

によい影響が見られるjという子どもにとっての意義

に関わる項目で高い平均憧が得られた〈それぞれ、

3.56、3.44)。その他、「保護者同士の交流ができるJ

(3ι2) r保護者が子どもとのつきあい方を見直せるj
(3.35) r保護者の不安ゃいらいら、楢みが減るJ
(3.23)といった保護者への効果、「子育てに関するア

ドバイスができるJ(3.22) r教諭の子ども理解につな
がるJ(3.15) といった、支援をしていく上での匿に

とっての利点、 f未就園児向け活動は子育て支援とし

て必要だと思うJ(3.44) r地域の子育て支援として役
立つJ(3.43)といった子育て支援としての有効性を認

める項目など、全般的に高い平均値が得られたD

だが、園種別に検討すると、国立大前震菌について、

他の 2菌種より全般的に平均値が低いことが分かつ

た。特に、[保護者向士の交流ができるJ(私:3.50、

公:3.50、国:2.50) r保護者が子どもとのつきあい
方を晃重せるJ(私:3.56、公:3.13、国:2.50) r保
護者の不安ゃいらいら、悩みが減るJ(私:3.38、公:

3.25、国:2.00) r子育てに関するアドバイスができ
るJ(私:3.44、公:3.25、冨:2.00)、そして「未就

圏克向け活動は子育て支援として必要だと思うj

(私:3.56、公:3.50、国:2.67) という項目で、差が

見られた。

3.63 3.63 

3.56 3.38 

3.56 3.50 

3.41 3.63 

3.50 3.50 

3.56 3.13 

3.38 3.25 

3.44 3.25 

3.19 3.63 

総括的考察

1 .本語査のまとめ ~対象閣の現状~

[預かり保育】

3.00 

3.00 

2.67 

3.00 

2.50 

2.50 

2.00 

2.00 

2.50 

本語査の対象冨では、預かり保育の実施率は8割近

くなっていたo 文部科学省による調査では、 2003年の

預かり保育実施率註公立、私立合わせた全体で65.5%

であり、今回の調査結果はそれをさらに上回る数値と

いうことになる。この子育て支援プログラムが、ここ

数年でより広く行なわれるようになってきている可龍

性を示すものと考えられよう G さらに、国種別に分け

てみてみると、私立圏、公立園、国立大前属園それぞ

れで、実施状況、実施形態、そして預かり保育につい

ての認識には違いがあることが分かった。実施率の高

さ、実施日の多さ、対象克の範囲の広さから、 3菌種

のなかで、最も預かり保育に積極的であるといえるの

は私立冨であった。逆に、あまり積撞性が見られなかっ

たのは国立大前麗菌で、今回の結果からは、そもそも

蛮かり保育が菌の方針にそぐわないと考える霞が多い

のではないかと推測されるD 公立園は、実施を望む園

の欝合も高いのだが、スタップや場所、予算等、人的・

物理的資源の不足が、障害のーっとなっているようで

ある G また、補助金の利用率が最も低かったのが公立

冨であり、補助金制度が実擦に利用可能なもの、有効

なものとなっているかどうかの検討が必要と思われ

る。さらに、公立園には[他の機関(他冨や行政)と

の関保からjという、特有の問題があることが示され

た。実施に関わる複雑な問題を、どのように解決して

いくのかを考えていく必要があるだろう D

全般的に、現在行なわれている震かり保育は、 f平日
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毎日実施Jr登録料なしJr多くのニーズに定員を設け
ず対応」といった、保護者にとって利用しやすい形態

となっており、幼稚菌側の認識にも、保護者の日常的

ニーズに対応できている、親と子双方にとって意義の

るるプログラムである、との自告が窺われる G 今後、

既に実施している菌においては、各菌の実清に合わせ

た、独告の頭かり課育実施方法を、工夫していく段階

に入るものと思われる。実施を検討中の菌の今後につ

いては、有用な補助金制度の確立、実施しやすい環境・

制度の確保が鍵となってくるだろう o

【子育て相談】

対象匿の86%が実施しており、 f随時受け付けJr料
金無料」といった形態により、比較的利用しやすいも

のとなっていると考えられる。登匿時や降璽時という、

保育時間の一部を利用して、相談を実施している園が

多いこと、富内のスタップ(教諭、圏長・教頭・主任}

によってまかなわれていること、 f特に広報はしないj

という塵も複数あったことなどから、特別な子育て支

援プログラムというよりは、毎日の保育の中に埋め込

まれたものととらえている冨が多いと考えられるo こ

れは、実施幼稚菌に子どもを通わせる保護者にとって

は、常に機会が関かれていて栢談しやすいあり方とい

えよう D だが地方で、こうした形態での子育て椙談は、

地域の保護者全般にとっての支援と誌なりにくいもの

と考えられる。子青て相談の対象を f自園児のみjに

限定する匿が最も多かったことから、地域まで視野に

入れた支援としての認識が、あまりもたれていない可

能性も考えられる。この意味で、地域の子育て支援プ

ログラムという規点からは、足りている面ばかりでは

ないといえよう。また、冨外に助言を仰げる専門家と

の連携を持っている冨も多く、橿広い相談を受げられ

る体制となってほいるが、相談内容の秘密厳守規定に

【就菌前の親子へ(J)支援]

対象匿の約7欝が実施しており、これは決して低い

数値ではないが、 3つの支援プログラムの中では、最

も低い実施率であったc実施を検討中とした菌よりも、

実施の予定はないと自答した菌の方が多かったのも、

この支援プログラムだけだったむ実施しない(できな

い)理由として、スタップ・場所・予算の不足が上イ立

にあがった点は、地の2つのプログラムと同様であっ

たが、他のプログラムより、実施に踏み切るには難し

い状況があるものと推灘される O 実施菌での実施内容

を見てみると、 4割近くで子育て相談が行われている、

保護者と子ども双方にとっての意義が認められている

など、地域子育て支援プログラムとしての有効性を窺

わせる結果であり、今後さらに多くの菌での実施が期

待される。また、担当スタップに、ボランティアを起

居している露もあり、地域の資源を活用するという、

支援の新しいあり方が示唆されていた。今後は、こう

した工夫も、幼稚麗におげる子育て支援を考えていく

上で、必要とされてくるだろう o

2 .今後の課題

今回の謂査から、子育て支援の実施状況、幼誰菌側

の認識の一端が明らかとなった。こうした支援事業が、

各治稚園を取り巻く事構と深く関連していることは、

三つの園種ごとに、異なった特徴が見られたことにも

現れていよう o 保護者層、様々なニーズ、男囲の専問

機関の状況など、各幼稚震を取り巻く留別の状況と、

それに対応する幼稚匿の子育て支援プログラムの実践

を、総合的に検討しなければ、我が冨における子育て

支援の実情や、さらなる発展への課題を明らかにする

ことはできないだろう o 今後は、これらの詳細な事慣

を明らかにするために、各幼稚冨へのインタピューな

どを取り入れた、より{居期的、異体的検討が必要だと

ついては、設けていない醤の方が多い。よって、地域 思われる。

の相談機関としての役割を担うに辻、まだ課題が多い

と考えられる。

霞種別に見た際、対象者や詔談内容に違いが見られ

たが、これには、富の子育て椙談についての考え方の

違いと、地域の保護者も含めた、保護者のニーズの違

いが現れているものと思われる。今後は、対象者や相

談内容について、どの範毘まで幼誰菌が扱うかを「地

域の子育て椙談機関としての幼稚園jのあり方に関

わってくる重要な開題として、検討していく必要があ

るだろう。
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